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資本の部の表示形式の変化に関する考察 
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【要 約】本稿では、貸借対照表上の資本の部の表示形式の変化について考察をしている。とりわけ、
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同じく②では、企業会計基準 1号（2002年 2月公表、以下「会計基準 1号」という）による。 
 また、商法による表示は、①では計算書類規則（2000 年 3 月改正施行、以下「計算書類規
則」という）、②では改正された計算書類規則（2001年10月施行、以下「改正計算書類規則」




















                                                          
1 森川（[2002],18-19頁）。 







































 2.2 旧商法による表示期間（①の期間の会計上の表示：企業会計原則） 
図表-1-1 
1982年（昭和 57年）4月 企業会計原則 












  ・株式払込剰余金 
  ・減資差益及び合併差益 
 (2)利益準備金 
 (3)その他の剰余金 
  ・任意積立金 
  ・当期未処分利益 
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   株式払込剰余金 




















 3.2 旧商法による表示期間（①の期間の旧商法上の表示：計算書類規則） 
図表-1-2 
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 資本の部の変質が認められるのは平成 13 年改正商法からである。会計サイドからこの改正
での重要な点を挙げれば、次の 3点である。 
 (1) 自己株式の取得・保有・消却を認めたこと（210条、旧商法 211条の削除） 
 (2) 法定準備金の制度の改訂により一定の制限はあるが、資本準備金の取崩しを認め、その 
   減少差益を配当財源としたこと（289条②・③、290条） 
 (3) これまで資本準備金の 1項目であった減資差益をその区分から削除し、これも配当財源 










                                                          
8 その他、額面株式の廃止（旧商法 166条①四の削除）、新株予約権制度（同年 11月の改正により）の導
入等の改正がなされた。 





















同じく、中村（[2001],5 頁）は「･･･この法定準備金が平成 13 年の改正で大幅に変わった。改正点は、
①利益準備金の積立方式が変更されたこと、②減資差益が資本準備金から駆除されたこと、③新たに株式
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   資本準備金減少差益＊2 



















4.1 平成 13年改正商法と表示 
図表-２ 
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   資本準備金減少差益 
   減資差益 
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 これまでの会計上の資本の部の表示は、企業会計原則に拠っていた。しかし、企業会計基準
委員会（以下、「ASBJ」という）の発足13により、それ以降は ASBJが公表する基準に従う。
ASBJ は 2002 年（平成 14 年）2月、その第 1号である、「自己株式及び法定準備金の取崩等
に関する会計基準」（会計基準 1号）を公表し、そこで平成 13年改正商法の内容を織り込んだ
資本の部の表示区分（図表-5-1）を明らかにしている。また、商法施行規則も再度改正され、
2003年（平成 15年）4月 1日に施行されている（平成 15年施行規則）。 



























                                                          














15 「平成 13年商法改正等に伴う『商法施行規則』制定に関する意見募集」 平成 13年 2月 15日から 3
月 11日まで 法務省民事局 6.(2)、ウ、(ア) 改正理由より。 
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 4.2 会社法の施行と表示 
  4.2.1 表示概要 
 2006年（平成 18年）5 月 1 日、「会社法」が施行された。会社法の特徴の 1つは、本来な
ら法律の本文で規定すべき事項を「･･･法務省令で定めるところにより･･･」という文言にみる
ように多くを省令委任したことで、とりわけ計算規定（会社計算規則、第 3 章、「会計帳簿」

























  (1)資本準備金 
  (2)その他資本剰余金 
        資本剰余金の合計 
 4.利益剰余金 
  (1)利益準備金 
  (2)その他利益剰余金 
    ××積立金 
    繰越利益剰余金 
        利益剰余金合計 
 5.自己株式 
 6.自己株式申込証拠金 





       評価・換算差額等合計 
Ⅲ新株予約権 





  (1)資本準備金 
  (2)その他資本剰余金 
        資本剰余金の合計 
 3.利益剰余金 
  (1)利益準備金 
  (2)その他利益剰余金 
    ××積立金 
    繰越利益剰余金 
        利益剰余金合計 
 4.自己株式 




      評価・換算差額等合計 
Ⅲ新株予約権 
           純資産合計 
図表-6 
会社計算規則第 108条（2006年 5月 1日施行）    企業会計基準第 5号（2005年 12月９日公表） 
による                    「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 






























                                                          
18 これまでの当期純利益と繰越利益に代えて新しく設けられたものである。その他利益剰余金のうち、任
意積立金のように、株主総会又は取締役会の決議に基づき設定される項目については、その内容を示す科
目で表示するが、それ以外の項目をこの「繰越利益剰余金」として表示する。以上、会計基準 5号 35項。 
経営情報研究 第 14巻第 2号(2006)，1－20ページ 
















  4.2.2 純資産（資本）の部の特質と若干の考察 














20 会計基準 5号 31項。 
21 神田（[2006 a],42-46頁）。 








24 但し、会社法 27条 4項にて、設立に際して会社が出資すべき額またはその最低限が定款の記載事項と
されている。 
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振替（会社法 447条）、その他資本剰余金からの資本金への振替（会社法 450条、計算規則 48
条①ニ）が可能となり、また、最低資本金制度の廃止をみたことから維持すべき資本の額も疑
                                                          
30 会社法での債権者保護機能は、厳格なる配当規制や法による債権者保護手続きにて行われる。このため、
分配可能額の計算については資料（18-19頁）の通り詳細である。その他の配当規制としては、配当にあ
















































































れたものである（会社法 435条②、計算規則 91条①、内容は、計算規則 127条）。 
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  分配可能額 ⇒ 剰余金の配当として株主に交付する金銭等の総額が分配可能額を超える 
         ことを禁止。 
  分配可能額 
  ⅰ剰余金 
  ⅱ臨時計算書類の損益計算書に計上された当期純利益 
  ⅲ臨時決算の期間内に自己株式を処分した場合における当該自己株式の対価 
 
  以上の金額から 
 以下の部分を差し引く 
 
  ⅰ自己株式の帳簿価額 
  ⅱ最終事業年度の末日後に自己株式を処分した場合における当該自己株式の対価 
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  ⅲ計算規則 186条に定められた額（のれん調整額等に係る額） 
  ⅳ剰余金の配当に伴って積立てられる準備金 
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